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学生の確保の見通し等を記載した書類 

１．学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

（１）学生の確保の見通し

① 定員充足の見込み

 教育学研究科修士課程は、学部卒段階での資質能力を修得した者の中から、さらに実践的な

指導力・展開力を備え、学校現場を協働して支える高度な専門的職業人の養成、に加え社会人

を対象に、自らが有する知識・技能、経験と異分野の知見を組み合わせて深く探究し、教育現

場の課題解決・価値創造を担う人材の養成という、２つの目的・機能を有している。 

教育学研究科修士課程には、高度教育支援開発専攻の１専攻を置き、学部卒学生の入学定員

目安を 30 人、社会人の入学定員目安を 20 人とし、全体の入学定員を 50 人とする。 

以下に入学定員 50 人の設定の考え方と、定員充足の見込みについて、説明する。 

＜入学定員設定の基本的な考え方＞ 

 教育学研究科修士課程高度教育支援開発専攻は、教育・学習支援の実践力と課題分析力を備

え、自らが有する専門性と異分野の知見を組み合わせて、学校・家庭・地域の教育に最適化で

きる先導的手法を深く探究し、教育現場の課題解決・価値創造の一翼を担う高度な人材を養成

することを目的として、「心理・教育支援コース」、「国際協働教育コース」、「教育ファシリテー

ションコース」の３コースにより教育・研究を展開する。

この３コースのうち、主に留学生を含む学部卒学生を対象とした「心理・教育支援コース」

と「国際協働教育コース」については、これまでの教育学研究科における志願者実績や、令和

元年度に実施したニーズ調査の結果を基に、定員の目安を算定した。 

一方、社会人を対象とした「教育ファシリテーションコース」は、この算定方法とは別に、

特に企業等からの院生受入れを想定することから、企業等との連携関係構築に基づいた算定も

行い、比較したうえで定員の目安を算定した。 

その結果、各コースの定員目安を下記のとおりとし、専攻全体の入学定員を 50 人とした。 

コース名 主な対象 入学定員目安 入学定員 

高
度
教
育
支
援
開
発
専
攻

（１）心理・教育支援コース 学部卒学生 １０人 

５０人 （２）国際協働教育コース 留学生 ２０人 

（３）教育ファシリテーションコース 社会人 ２０人 

大阪教育大学　－1



＜各コースの入学定員目安設定の考え方と、定員充足の見込み 

並びに定員充足の根拠となる客観的なデータの概要＞ 

【心理・教育支援コース（入学定員目安 10 人）】 

当該コースは、「教育領域に強い公認心理師」として教育にまつわる様々な問題に対し、他職

種と連携・協働しながら心理的観点から解決にあたることのできる人材や、その成果を社会に

還元できる研究スキルを有する人材を養成する。 

国家資格である公認心理師は、学士課程及び修士課程を通じた教育課程が必要とされており、

本学教育協働学科教育心理科学専攻（学士課程）では、既に公認心理師養成のための教育課程

を整備している。 

当該コースの入学定員を設定するために、最大の進学元となる本学教育協働学科教育心理科

学専攻３回生を対象にアンケートによるニーズ調査を実施し［資料１］、大学院進学を考えてい

る 20 人に対し、改めて聞き取り調査を行った。 

その結果、17 人が当該心理・教育支援コースを「受験する」と回答し入学の意思を表した。 

また、近隣の公認心理師を養成する他の大学院の出願者状況を確認すると、その多くは、そ

れぞれ 100 人以上の出願者がある。 

このような状況を踏まえると、他大学からの出願者も見込めるため、出願者の想定は内部進

学を希望する者 17 人を下回ることはないと考えられる。 

したがって、出願者数の見込みは 17 人とする。 

本学修士課程（教養系）の過去６ヵ年間における学部卒学生（留学生を含む）の平均受験倍

率は 1.7 倍［資料２］であり、現修士課程の学部卒学生の受験倍率水準を維持できれば、優秀

な学部卒学生が一定確保できる。 

すなわち、出願者数見込み 17 人÷受験倍率 1.7＝10 人が最低でも見込める。 

したがって、当該コースの定員目安を 10 人と設定した。 

【国際協働教育コース（入学定員目安 20 人）】 

当該コースは、主に留学生を受入れ、理系科目を中心とした各国・地域の教科教育と日本の

教科教育を比較して、新たな教育モデルを創造し実践できる人材を養成する「日本型教育シス

テム開発領域」と各国・地域の日本語教育に取り組み、多文化共生社会の実現と持続に貢献で

きる人材を養成する「日本語教育支援高度化領域」の２領域を設ける。 

当該コースの入学定員を設定するために、本学教育協働学科３回生の外国人留学生を対象と

したニーズ調査［資料３］、本学教育協働学科３回生の日本人等学生を対象としたニーズ調査［資

料４］、大学院等進学コースを有する大阪 YMCA 日本語学校の外国人留学生を対象としたニーズ

調査［資料５］、本学と学術交流協定を締結しているベトナム・ハノイ大学における本学大学院

留学希望調査［資料６］をアンケート形式により実施した。 
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その結果、「大阪教育大学の新たな大学院による当該コースで学びたい」とした回答は、内部

進学による留学生出願者見込み［資料３］13 人、内部進学による日本人等学生出願者見込み［資

料４］11 人、国内からの留学生出願者見込み［資料５］20 人、国外からの留学生出願者見込み

［資料６］28 人の合計 72 人の入学意向の回答が得られており、新設する当該コースに対して

多くのニーズがあることが確認できた。 

 

したがって、アンケートの回答の結果から、留学生の出願者見込みは 61 人（［資料３］、［資

料５］、［資料６］の合計件数）とする。 

また、アンケートの回答の結果から、日本人等学生の出願者見込みは 11 人（［資料４］の件

数）とする。 

 

本学修士課程（教養系）の過去６ヵ年間における留学生の平均受験倍率は 2.5 倍［資料７］

であり、現修士課程の留学生の受験倍率水準を維持できれば、優秀な留学生が一定確保できる。

また、本学修士課程(教養系)の過去６ヵ年間における日本人等学生の平均受験倍率は 1.6 倍［資

料７］であり、現修士課程の日本人等学生の受験倍率水準を維持できれば、優秀な日本人等学

生が一定確保できる。 

以上のことから、アンケートの回答のうち、留学生の出願者数見込みである 61 人÷平均受験

倍率 2.5［資料７］＝24 人に、日本人等学生の出願者数見込み 11 人÷受験倍率 1.6［資料７］

＝７人を加えた 31 人が入学者と見込める。 

 

したがって、当該コースの定員目安を 20 人と設定した。 

 

また、本学は平成 29 年度に当該修士課程の基礎となる学部（教養学科⇒教育協働学科）の改

組を行い、新たに教育協働学科に留学生の募集人員を設けた。この結果、下記グラフのとおり、

留学生の入学者が増加するとともに、令和２年度の大学院教育学研究科修士課程の留学生入学

者も増加している状況から上記の定員は確保できるものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 教養学科→教育協働学科へ改組し留学生の募集人員の設定 
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【教育ファシリテーションコース（入学定員目安 20 人）】 

 当該コースは、交通至便な天王寺キャンパスの夜間において優れた専門的能力を有する社会

人を受入れ、教育現場が抱える課題を発見・理解し、自らが有する知識・技能、経験と異分野

の知見を組み合わせて深く探究し、教育現場の課題解決・価値創造を担う人材を養成する。入

学を希望する社会人自らが有する知識・技能や経験が多様なため、本コースに「教育イノベー

ション開発」「地域教育・芸術支援人材高度化」「健康・安全教育高度化」の３領域を設ける。 

 以下に、当該コースの出願者数の見込みと入学者数の見込み、それぞれについて根拠を示し

ながら説明する。なお、概略は［資料８］で示す。 

 

 ●出願者数の算定 

過去６ヵ年の本学教育学研究科健康科学専攻（夜間）のうち社会人の出願者数は平均 29 人、

直近の令和２年度入試では 35 人であり、平均受験倍率は 1.45 倍である［資料９］。・・・Ⓐ 

 

 ニーズ調査は、近畿５府県の様々な職業人を対象に行い［資料 10］、各領域への進学意向は、

「教育イノベーション開発」領域と回答した者が 80 人（40.2％）、「地域教育・芸術支援人材高

度化」領域は 91 人（45.7％）、「健康・安全教育高度化」領域は 83 人（41.7％）であった。 

・・・・・Ⓑ 

 

 上記のニーズ調査に加え、出願者の特定が比較的容易である「地域教育・芸術支援人材高度

化」領域については、大阪市役所、一般財団法人大阪教育文化振興財団、社会教育主事受講生

を対象としたニーズ調査［資料 11］、演奏家やアーティスト等の音楽関係の職業に携わる者を

対象としたニーズ調査［資料 12］をアンケート形式により実施し、「地域教育・芸術支援人材高

度化」領域で学ぶことの関心が「非常にある」と回答した者は 12 人であった。・・・・・Ⓒ 

 

また、「健康・安全教育高度化」領域も同様に出願者の特定が容易なため、看護師や保健師な

ど健康や安全に携わっている者を対象にアンケートによるニーズ調査［資料 13］も実施し、当

該領域に関心が「非常にある」と 46 人が回答している。・・・・・Ⓓ 

 

計画中の社会人を対象とした教育ファシリテーションコースは、ニーズ調査から得られた結

果Ⓑ・Ⓒ・Ⓓから、既存の健康科学専攻（夜間）に比しても、多くの出願者が見込めることが

想定される。 

しかしながら、これまでの社会人を対象とした夜間大学院を展開してきた経験から、社会人

の進学については、進学を希望する者の意思とは別に、勤務時間等との関係や所属勤務先等の

理解など様々なハードルが存在することは明白である。 

 

これらのことから、当該コースの出願者数は、ニーズ調査から得られたⒷ・Ⓒ・Ⓓと、これ

までの実績に基づいたⒶとを比して、最小値である実績に基づいて算出したⒶの 6 ヵ年平均値

29 人を出願者数と想定した。・・・・・Ⓧ 
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●入学者数の算定 

 社会人を対象とした教育ファシリテーションコースのうち、「教育イノベーション開発領域」

は、本学の新たな取り組みとして、AI や ICT を活用し学校・教育現場に貢献することのできる

人材を養成する計画であり、産業界との連携なしでは成り立たない。 

そのため、計画段階から複数の企業・団体とのヒアリングや協議を重ねてきた。 

 

先端技術に精通した企業・団体からは、教育委員会・学校現場・産業界等の社会人が共に学

び研究する環境の提供や、学校教育に参画できる社会人の育成に資する大学院の早期設置など

の要望が寄せられ［資料 16］、本学大学院改組への期待の高さがうかがえた。 

 

ヒアリング結果や要望に基づき当該領域の教育課程の制度設計を進めつつ、更なる本学と企

業等間で組織的な連携関係を構築するため、包括連携協定を締結した。 

 

包括連携協定は、本学と企業が相互に協力し、各種教育課題の解決や、SDGs や超スマート社

会に対応した学校・教育現場の実現に寄与することを目的としており、その目的のため大学院

生派遣を含めた人事交流、研究プロジェクトの共同実施、先端技術を活用した教育環境の整備、

セカンドキャリア支援等を掲げている。 

 

本協定を締結した企業は、何れからも、「附属学校園を研究対象とし、学習行動データの集積・

活用等について附属学校を含む大学と共同研究により推進し、教育現場の課題解決に貢献する

ことは非常に有意義かつ魅力的である。是非、社員の研修の場として大学院を活用したい。」と

の声が聞かれた。 

また、「連合教職大学院との交流が予定されており、現職の教員と共に学びができる環境は、

貴学ならではの取組であり付加価値がある。」「大阪市教育センターとの合築計画が構想されて

おり、産学官連携による共同研究に参画したい。」等の意見を得ており、大学院生派遣に関し前

向きであることがうかがえた。 

 

設置申請時では、４社との協定締結に止まっているが、継続的に 10 社以上の企業と別途交渉

中であり前向きな回答を得ている状況を勘案し、最低限、既締結企業４社から各１人の院生派

遣を見込み４人の入学者を想定する。・・・・・Ⓔ 

 

この他に、これも新たな取り組みとして、アスリートの持つ優れた能力を引退後に特別免許

状制度を活用し、教育現場に還元できる仕組みを当該教育ファシリテーションコースで計画し

ている。 

 

この取組についても、計画段階からプロスポーツ球団やアマチュアの競技者が多く所属する

スポーツ関連企業等と仕組み等について多くの議論や意見を交わしてきた。その結果、上記と

同様２団体と包括連携協定を締結することとなった。 
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締結した２団体からは、「所属するアスリートのうち、引退後に教育現場で後進の育成指導を

行いたいという希望を持つ者は多数存在する。」「新たな大学院では、教員特別免許状が取得で

きる等、アスリートのセカンドキャリア支援のための仕組みが盛り込まれており、画期的であ

る。ぜひ実現しアスリートを支援していただきたい。」等の意見をいただいており、本コースへ

の引退後のアスリート入学を前向きに捉えられている。 

 

ここでも、現時点では２団体との連携協定に止まっているが、複数の団体と別途交渉中であ

り前向きな回答を得ている状況を勘案し、最低限、既締結２団体から各１人の院生派遣を見込

み２名の入学者を想定する。・・・・・Ⓕ 

 

一方、過去６ヵ年の本学教育学研究科健康科学専攻（夜間）のうち社会人の入学者数は平均

20 人［資料９］・・・・・Ⓖ、直近の令和２年度入試では 23 人であり、最低は平成 31 年度の 14

人であった［資料９］。・・・・・Ⓗ 

 

これまで本学が社会人を対象とし教育研究を展開してきた大学院修士課程健康科学専攻（夜

間）は、平成５年度から地域のリカレント教育を支え、600 人近くの社会人修了生を輩出し修了

後教育関連の職に多くの者が就いてきた。 

今回の改組計画では、そのノウハウを教育ファシリテーションコースが継承しつつ、社会人

が持つ優れた専門性を、更に教育現場に貢献するための教育課程に改めようとするものである。 

 

入学者を算定するうえで、これまでの健康科学専攻の修了生の多くが教育分野に関わってい

たことから、改組を行ったとしてもⒼで示した直近 6ヵ年の平均入学者数 20 人と新たな取り組

みによる入学者見込みⒺとⒻを加えた 26 人（20+４+２）をコース全体の入学者として見込め

る。 

しかしながら、社会人の入学に関しては、前述のとおり勤務先等の状況から不確実な要素も

多い。したがって、より確実なⒽで示した直近 6ヵ年の最低入学者数 14 人にⒺとⒻを加えた 20

人を入学定員として設定した。・・・・・Ⓨ 

 

以上により、社会情勢によって入学者動向が不確実な要素が多い社会人を対象とした当該教

育ファシリテーションコースではあるが、大学院設置基準第 14 条による教育方法の特例を活用

するとともに、遠隔講義システムによる授業を導入するなど社会人が学びやすい環境を実現し、

通学の障壁を出来るだけ解消することで、Ⓧに示した出願者予測数 29 人、Ⓨで示した入学者予

測数 20 人の確保が可能である。 

 

 

② 定員充足の根拠となる客観的なデータ（補完） 

 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要は前節で述べた。当節ではそのデータを補完す

る観点で説明する。 
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＜心理・教育支援コース＞ 

 心理・教育支援コースは、主に国家資格である公認心理師を目ざすコースとして設置する。

公認心理師は、平成 30 年９月に第１回目の試験が実施されるなど新しい国家資格である。 

近い心理職としては、一般的には民間資格である臨床心理士があげられる。本学大学院では

これまで臨床心理士の指定は受けていないものの、継続的に学校心理士を輩出してきており（平

成 31 年１月１日現在の「2018 学校心理士名簿」（一般社団法人 学校心理士認定運営機構）に

おける大阪支部所属の学校心理士 243 人中、22 人を輩出）心理職養成の実績はある。 

また、平成 31 年度から学部（教育協働学科教育心理科学専攻[入学定員 40 人]）において、

公認心理師養成カリキュラムへ対応していることから、本学学部卒学生の内部進学を含め、さ

らに近隣の他大学からの進学意向が高くなるものと期待している。 

近隣の公認心理師を養成している他大学院では、多くの出願者実績があるなど社会的ニーズ

も高いことがうかがえる。 

 

＜国際協働教育コース＞ 

 留学生を主な対象とする国際協働教育コースに対する留学生の進学モチベーションとして、

海外における日本語教育の現状がある。 

（独）国際交流基金による「2018 年度海外日本語教育機関調査」の結果（速報）によると、

前回調査（2015 年度）よりも５カ国多い過去最多の 142 の国・地域において日本語教育が実施

され、これまで比較的日本語教育が盛んでなかった国・地域にも日本語教育が拡がっているこ

とが明らかとなっている。 

加えて、表１のとおり、海外の日本語教育の機関数、教師数、学習者数とも大幅に増加して

いる。とりわけ、日本語教育機関数と日本語教師数は過去最多の数値であった。地域別にみる

と、何れも中国、ベトナム等のアジアでの増加が顕著となっている。 

さらに、我が国の公立学校における日本語指導が必要な児童生徒数は、ここ 12 年間で約 1.9

倍増しているが、このことに反し、日本語教師等数は過去７年間で約 1.3 倍増に止まっている。

都道府県別在籍状況を見ると大阪府は全国４位の生徒数である。このような状況であり、大阪

府のみならず全国的に日本語学習者の増加幅に教師等数が追い付いていない［資料 14］。 

こういった国内外の背景から、当該コースへの進学意向はさらに高くなるものと期待してい

る。 

 

 

表１ 国際交流基金「2018 年度海外日本語教育機関調査」結果（速報値） 

 2015 年度調査結果 2018 年度調査結果（暫定） 増減 

機関数 16,179 機関 18,604 機関 +2,425 機関(15.0%増) 

教師数 64,108 人 77,128 人   +13,020 人(20.3%増) 

学習者数 3,655,024 人 3,846,773 人 +191,749 人(5.2%増) 
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③ 学生納付金の設定の考え方 

 国立大学法人の授業料、入学料及び検定料については、「国立大学等の授業料その他の費用に

関する省令（平成十六年文部科学省令第十六号）」に定める「標準額」を踏まえつつ、各国立大

学法人が「一定の範囲内」で、それぞれ定めることとなっているが、本専攻においては、近隣

の大学院の状況、本学既設大学院の状況を考慮し、下記「標準額」で設定している。 

 授業料：535,800 円/年間 

 入学料：282,000 円 

 検定料： 30,000 円 

 

（２）学生確保に向けた具体的な取組状況 

＜学部学生への広報＞  

 本学学部学生に対し、大学院進学等説明会の実施や、授業等において担当大学教員から、教

育現場へ教員以外の立場から貢献することの意義やそのニーズを伝えたりする機会を頻繁に設

ける。 

 

＜オープンキャンパス等における広報＞ 

本学で例年２回開催されるオープンキャンパスや各種大学説明会において、大学院受験相談

窓口を設けるとともに、例年よりも多くの大学院に特化した説明会を開催するなど、担当教員

等が大学院進学への不安を払拭し魅力を最大限伝える。また、大学院改組案内パンフレット等

を作成し積極的な広報活動を行う。 

 

＜本学ホームページ・SNS 等を活用した広報＞ 

本学ホームページに、大学院改組計画を示し、本専攻の設置目的・内容や受験情報を積極的

に発信する。また、SNS 等を通じ、国内外に向けた継続的な情報提供を行う。 

 

＜本学や学外で開催される各種関連講習会における広報＞ 

 本学や学外で開催される各種講習会やシンポジウム等の機会を利用して、来場者に大学院改

組内容が明確に伝わるプレゼンテーションを行うとともに、大学院改組案内パンフレット等を

配布し、積極的な広報活動を行う。 

 

＜学術交流協定校（機関）に対する広報＞ 

 本学と学術交流協定を締結している機関に対し、大学院案内パンフレット等の配信や、訪問

等を行うことによって積極的な広報活動を行う。 

 

＜留学生に対する経済的支援＞ 

 諸外国との経済格差を鑑み、発展途上国の国々からの留学生に対する学生納付金の減免制度

等を検討する。また、減免制度の他に各種の公的な奨学金制度を広報し、その活用を奨励する。 

 以上のような広報活動等を積極的に行い、本専攻の特徴・魅力、コース・カリキュラム・時
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間割などの教学面や経済的な支援面を伝えることで、本専攻の教育・研究活動等に対する興味

や関心、理解を深め、安定的な学生確保に繋げる。 

 

 

２．人材需要の動向等社会の要請 

（１）人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

 本専攻の人材養成像は、教育・学習支援の実践力と課題分析力を備え、自らが有する専門性

と異分野の知見を組み合わせて学校・家庭・地域の教育に最適化できる先導的手法を深く探究

し、教育現場の課題解決・価値創造の一翼を担う高度な人材の養成である。 

学部卒学生は、心理学に関する高度な理論と実践スキルを身につけ、「教育領域に強い公認心

理師」として教育にまつわる様々な問題に対し、他職種と連携・協働しながら解決にあたるこ

とのできる人材や、その成果を社会に還元できる研究スキルを有する人材を養成する。 

留学生は、理系科目を中心とした各国・地域の教科教育と日本の教科教育を比較して新たな

教育モデルを創造し実践できる人材と、各国・地域の日本語教育に取り組み多文化共生社会の

実現と持続に貢献できる人材を養成する。 

社会人は、教育現場が抱える課題を発見・理解し、自らが有する知識・技能、経験と異分野

の知見を組み合わせて深く探究し、教育現場の課題解決・価値創造を担う人材を養成する。 

 

（２）上記（１）が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な

根拠 

 前述のとおり、多様な背景を有する人材が各々の専門性に応じて教育現場に参画し、複雑化・

多様化した教育課題の解決や価値創造に貢献できる人材の養成を目的とする中で、実際の現場

の状況について、公表されている調査データ、並びに、本学が独自で実施したニーズ調査をも

とに、以下のとおり分析するものである。 

 

＜我が国の教育現場の状況＞ 

ア．教員の仕事時間 

 学校の学習環境と教員及び校長の勤務環境に焦点を当てた、OECD 国際教員指導環境調査

（TALIS）の 2018 年調査において、表２のとおり、教員の１週間の仕事時間の合計について、

日本では、中学校は 56.0 時間、小学校は 54.4 時間と、小中学校ともに参加国の中で最長とな

っている。また、中学校教員においては前回の 2013 年度調査に比して仕事時間の合計は長く

なっている。 

 さらに、教員の仕事時間に関連して、日本では、中学校における「課外活動（スポーツ・文

化活動）」の指導時間が 7.5 時間と参加国で最長（参加国平均 1.9 時間）のほか、小中学校と

もに、「一般的な事務業務（教師として行う連絡事務、書類作成その他の事務業務を含む）」や

「学校内外で個人で行う授業の計画や準備」に従事する時間も長く、中学校教員の参加国平均

と比して、それぞれの時間数が高いことが顕著である。その一方で、「職能開発活動」にかけ

る時間は、中学校で 0.6 時間、小学校で 0.7 時間と、中学校教員の参加国平均 2.0 時間と比し
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ても著しく低い数値である。 

 

表２ OECD 国際教員指導環境調査（TALIS）2018 ＜教員の仕事時間＞ 

 

仕事時間の合計 
課外活動の

指導 

一般的な 

事務業務 

学校内外で

個人で行う

授業の計画

や準備 

職能開発 

活動 

中学校 

日本 56.0 時間 7.5 時間 5.6 時間 8.5 時間 0.6 時間 

日本（前回調査） (53.9 時間) (7.7 時間) (5.5 時間) (8.7 時間) ― 

参加 48 か国平均 38.3 時間 1.9 時間 2.7 時間 6.8 時間 2.0 時間 

小学校 日本 54.4 時間 0.6 時間 5.2 時間 8.6 時間 0.7 時間 

 

イ．学校における支援職員の不足 

我が国の学校現場では、表３のとおり、「支援職員の不足」については、中学校で 46.3％、

小学校で 55.8％の割合であり、中学校は参加国平均の 30.8％に比して 15％程度上回ってい

る。 

 一方、「児童生徒と過ごす時間が不足している、あるいは適切でない」については、中学校

で 49.1％、小学校で 38.3％の割合であり、中学校は参加国平均の 23.6％に比して顕著に高い

数値となっている。 

 その他、「指導のためのデジタル技術が不足している、あるいは適切でない（例：ソフトウ

ェア、コンピュータ、タブレット、電子黒板）」ことが妨げになっていると回答する校長の割

合について、中学校で 34.0％、小学校で 30.2％の割合であり、中学校は参加国平均の 28.1％

に比して高い数値となっている。 

 

表３ OECD 国際教員指導環境調査（TALIS）2018 ＜教育資源の不足＞ 

 

支援職員の不足 

 

児童生徒と過ごす時間

が不足している、ある

いは適切でない 

指導のためのデジタル

技術が不足している、

あるいは適切でない

（例：ソフトウェア、

コンピュータ、タブレ

ット、電子黒板） 

中学校 

日本 46.3％ 49.1％ 34.0％ 

参加 47 か国平均 30.8％ 23.6％ 28.1％ 

小学校 日本 55.8％ 38.3％ 30.2％ 

 

 近年、我が国では、学校や教員が担う業務の明確化・適正化、勤務時間制度の見直しなどの

「学校における働き方改革」や、平成 27 年度の中央教育審議会答申により提唱された「チー

ムとしての学校」の推進を課題に掲げているところである。 
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しかし、上記の調査結果により、学校現場の実状として、教員の多忙化は解消されておら

ず、その一方で、学校現場を支援する職員の人材が不足していることがうかがえる。 

  

＜地域の教育現場における教育支援人材の需要＞ 

前述の OECD 国際教員指導環境調査（TALIS）2018 調査のとおり、我が国の教育現場にお

いて、「学校における働き方改革」や「チームとしての学校」の強力な推進が継続的な課題と

なる中で、近畿圏のニーズを把握するため、次のとおり、近畿５府県内に勤務する様々な職業

人と、教員や教育関連の企業等に勤務する本学卒業生を対象にそれぞれアンケート調査を実施

した。 

 

【アンケート調査】 

ア.近畿５府県内に勤務する職業人 

近畿５府県の様々な職業人を対象としたアンケート調査［資料 10］において、「教員以外の

専門スタッフとしての役割を果たすための高度な資質能力を備えた人材の必要性」を尋ねたと

ころ、「強く必要だと思う」または「必要だと思う」と回答した人は 92.8％（480 人）であ

り、非常に多くの人がこれからの社会にとって必要であると捉えている。 

また、こうした人材を本学の大学院で養成することについて、「ぜひ養成すべきだと思う」

または「養成した方がよいと思う」と回答した人は 89.9％（465 人）であり、非常に多くの人

が本学大学院での養成に期待を寄せている。 

 

イ.本学卒業生 

大阪を中心とする地域における教育現場のニーズを把握するため、［資料 15］のとおり、教

員や教育関連の企業等に勤務する者が多くを占める本学卒業生を対象に「大学院改組に関する

ニーズ調査」を実施し、197 人から回答を得た。 

 本調査において、「教員以外の専門スタッフとしての役割を果たすための高度な資質能力を備

えた人材の必要性」を尋ねたところ、「強く必要だと思う」または「必要だと思う」と回答した

人は 96.5％と極めて高い数値の回答があり、特に「強く必要だと思う」が 53.1％と半数を超え

る結果であった。 

また、これら教員以外の専門スタッフとしての高度な資質能力を備えた人材を、「教員養成大

学である大学院で養成するべきかどうか」を尋ねたところ、「ぜひ養成すべきだと思う」と「養

成した方がよいと思う」を合わせて 88.9％の高い数値の回答であった。 

 

このように、地域の職業人におけるニーズと、教育に携わる者からみた教育現場の状況の二

つの側面からみても、教員以外の立場から教育現場を支援する人材の必要性は極めて高く、こ

れら人材を本学大学院で養成することの期待度も相当以上に高いことが明らかである。 
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＜社会人が学校現場への参画することの需要＞ 

「第３期教育基本振興計画」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）では、「今後、生涯にわたり必

要な知識や技能、技術を学び、活用し、知的・人的ネットワークを構築し、人生を豊かに生き

られる環境を整備することが不可欠となる。」と、人生 100 年時代を見据えた生涯学習の推進を

掲げている。学校現場においても、「教育再生実行会議 第十一次提言」（令和元年５月 17 日）

において、学校以外で勤務した経歴や専門的な知識・技能を有する者など、多様な背景を持つ

外部人材を活用することが提言されている。 

本学では、こうした国の教育政策の動向に対応するため、社会人を対象とする「教育ファシ

リテーションコース」を設置し、自らの知識・技能を他者の知見と組み合わせて、新時代の学

校改革や多様化した教育課題の解決の一翼を担う人材を養成することとする。 

こうした人材の養成にあたり、本学による、近畿５府県の様々な職業人を対象としたアンケ

ート調査［資料 10］において、「社会人の学び直しを目的とした大学院進学に興味や関心はあり

ますか」と尋ねたところ、全体 517 人のうち、「非常に興味・関心がある」または「興味・関心

がある」と回答した人は 72.3％（374 人）であり、多くの人が社会人の学び直しを目的とした

大学院進学に興味・関心を持っていることがわかる。 

また、「「教育ファシリテーションコース」に興味はありますか」と尋ねたところ、全体 517 人

のうち、「非常に興味がある」または「興味がある」と回答した人は 61.9％（320 人）であり、

多くの人が同コースに興味を持っている。 

 

さらに、「教育ファシリテーションコース」の入学者として想定している、ICT 分野、教育行

政職、地域教育分野、芸術分野、医療・保健分野で活躍する社会人を対象に、次のとおり、学

びへの関心に関するアンケート調査を実施した。 

 

【社会人対象アンケート調査】 

ア．ICT や教育行政等の分野 

 近畿５府県の様々な職業人を対象としたアンケート調査［資料 10］により、ICT 関連、教育

関連の企業人や、教育機関・行政組織・学習支援業等の行政職に勤務する社会人（計 218 人）

の結果では、「社会人の学び直しを目的とした大学院進学に興味や関心はありますか」の質問に

対して、「非常に興味・関心がある」64 人（29.4％）と「興味・関心がある」106 人（48.6％）

を合わせて 78.0％となり、ICT や教育分野の企業人や教育行政職の学びへの関心は非常に高い

水準である。 

 また、「教育ファシリテーションコース」への興味について、「非常に興味がある」38 人（17.4％）

と「興味がある」114 人（52.3％）を合わせて 69.7％となり、自らが有する知識・技能を教育

現場に活用することへの需要は高い。 

 

イ．地域教育分野 

 大阪市役所、一般財団法人大阪教育文化振興財団、社会教育主事受講生を対象としたニーズ

調査［資料 11］において、「あなたは今、自分の職業能力を向上したり、自分を成長させたりす
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るために、学習したいと思いますか。」と尋ねたところ、「とても思う」が 52.4％と半数を超え

ていること、さらに「少し思う」の 43.4％を加えた場合、95.8％となり、社会教育等に携わる

社会人の学びへの関心が非常に高い水準である。 

また、併せて、「現在、あなたが職務上課題としていること」について尋ねたところ、調査結

果の上位３項目、①「学校や他組織（あるいは地域）との連携・協働」（80 人）、②「職務上の

課題の理論的検討・分析」（65 人）、③「社会教育と関わる他の行政分野に関する知識」（54 人）

であった。本専攻で修得を目指す力量として、「教育課題の『発見・理解力』と『分析力』」、「深

化した各領域の知識・技能」、「教育課題解決の企画力」、「組織間をつなぐ高度なコーディネー

ト力」を掲げていることからも、社会教育等の分野に携わる社会人が身に付けたい能力と本専

攻で養成する人材像は適合している。 

ウ.芸術分野

演奏家やアーティスト等の音楽関係の職業に携わる方々を対象としたニーズ調査［資料 12］

において、「社会人の学び直しを目的とした大学院進学に興味や関心がありますか。」と尋ねた

ところ、「非常にある」（26.3％）と「ある」（57.9％）を合わせて 84.2％となり、演奏家など芸

術分野に携わる社会人の学びへの関心が非常に高い水準である。 

また、併せて、「これまでに培った音楽分野の専門的な知識技能や経験を生かして、学校現

場において小中学生への指導など教育分野に参画することに興味や関心はありますか。」の質

問に対して、「非常にある」（21.1％）、「ある」（65.8％）を合わせて 86.9％と高い数値が得ら

れた。自らのキャリアで培った知識・技能を教育現場に活用することへの需要は高いものと判

断できる。 

エ.医療・保健分野

看護師や保健師など健康や安全に携わっている者を対象としたニーズ調査［資料 13］におい

て、「あなたは今、自分の職業能力を向上したり、自分を成長させたりするために、学習したい

と思いますか。」と尋ねたところ、「とても思う」が 56.4％と半数を超えていること、さらに「少

し思う」の 42.6％を加えた場合、99.0％となり、医療や保健分野等に携わる社会人の学びへの

関心が非常に高い水準である。 

 また、近畿５府県の様々な職業人を対象としたアンケート調査［資料 10］により、看護師や

保健師など医療・保健、健康関係の専門職（計 174 人）の結果では、「教育ファシリテーション

コース」への興味について、「非常に興味がある」30 人（17.2％）と「興味がある」71 人（40.8％）

を合わせて 58％となり、自らが有する知識・技能を教育現場に活用することへの需要は高い。 

以上の調査結果により、「教育ファシリテーションコース」の入学者として想定する、ICT

等の先端技術分野、教育行政職、地域教育分野、芸術分野、医療・保健分野で活躍する社会人

の何れも、学びへの関心が高く、さらに、自らのキャリアで培った知識・技能を教育現場に活

用することへの需要は高い。 
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このように、我が国では、「学校における働き方改革」や「チームとしての学校」の推進を課

題に掲げているところであるが、教員の多忙化は解消されておらず、一方で、学校現場を支援

する職員の人材が不足している状況にある。 

こうした状況に対応すべく、教員以外の立場から教育現場の高度化の一翼を担う高度な人材

を本専攻で養成することは、社会的かつ地域的ニーズに適合する。また、これらの人材養成

は、これまでの学校教員のみが個別に教育活動に取り組む体制から、多職種協働により教育現

場の課題を解決する体制へと組織力の強化が成されるとともに、教員の多忙化解消へと繋がる

ことが期待できる。 
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